




 

 

東京都（以下「都」という。）は、都政の様々な分野において都民及び事

業者に公的サービスを提供している東京都政策連携団体（以下「政策連携

団体」という。）を都庁グループの一員と位置付け、「政策連携団体による

改革」、「所管局による改革」、「総務局による改革」の３つの切り口から改

革を推進してきました。この改革の一環として、各団体が、2018 年度か

ら 2020 年度までの３年間の経営改革に資する取組をまとめた「東京都政

策連携団体経営改革プラン」（以下「第１期経営改革プラン」という。）を

策定し、自律的な経営改革の取組を進めてきました。また、都は、この第

１期経営改革プランを東京都政策連携団体経営目標評価制度の評価対象

に位置付け、毎年度、改訂・運用を行ってきました。 

この度、2021 年度から 2023 年度までの３年間を計画期間とした「東京

都政策連携団体経営改革プラン（2021 年度～2023 年度）」（以下「第２期

経営改革プラン」という。）を策定しました。第２期経営改革プランでは、

新型コロナウイルス感染症による影響や、ポスト・コロナ社会の到来を見

据えた中期的な視点による戦略、都政を取り巻く新たな課題を的確に捉え

た事業展開により、各団体の強みやポテンシャルを磨き上げる戦略などが

盛り込まれています。本冊子は、全政策連携団体のこれら第２期経営改革

プランを取りまとめたものです。 

今後も、第２期経営改革プランに基づき、各政策連携団体が、質の高い

都民サービスを提供するための戦略や取組を実現するとともに、その達成

状況等の公表を通じて都民への説明責任を果たすことで、都庁グループ一

丸となって都政の課題解決にまい進してまいります。 
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